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1情報教育研究所に至る経緯、現状、そして、課題
情報教育研究所　所長　 波 多 野   和 彦
　情報教育研究所は、平成14（2002）年に（本学の）教育情報化の推進と情報教育環境の改善を目的
に設立された「情報環境研究所」を前進としている。平成15（2003）年3月には、研究所の研究成果
発表（論文）、及び、情報教育と情報環境の紹介（解説、講座、インタビュー、研修報告、EDO-NET
センター運用報告など）を目的に、学内外の執筆者によるInformatio（アイディアの形成、創案などを
意味するとされる英語Informationの語源となるラテン語）を冠した紀要＆機関誌が創刊された。＊1
　平成18（2006）年（研究所の大半のメンバーが所属することとなる）情報文化学科が設置され、
平成19（2007）年には「情報研究所」と改名され、全学の情報教育の基礎となる「情報リテラシー」
の授業運営も担当する様になった。＊2, ＊3
　その後、平成21（2010）年11月に、基礎・教養教育センターが開設されたのを機に、翌年度から
「情報リテラシー」をはじめとする大学教育カリキュラムの企画・運営から離れることとなった。＊4
　同時に、従来の駒木キャンパス情報化施策検討部会、ネットワーク利用・運営小委員会、公式 
Webページ編集運営小委員会（平成22年4月からは、新設された広報センターに移行＊5）をたばねた
駒木キャンパス教育・研究情報化推進小委員会の設置により、情報環境の整備にかかわる対応からも
離れ、研究活動に専念することとなった。＊4
　さらに、平成24（2012）年4月からは、「情報教育研究所」と改称し、教育研究の対象を「情報教育」
にかかわる内容や方法を中心とすることを明示することとした。＊6　今年度からの２年間、
　　１）　情報活用能力の育成と効果的な学習支援にかかわる研究
　　２）　情報モラル指導法の開発と効果検証にかかわる研究
　　３）　本学におけるマルチメディア活用教育の高度化にかかわる実践的研究
　　４）　ICTの装置やシステムの設計・評価等が、教育や学習に及ぼす効果にかかわる実践的研究
を柱とする活動を行なっている。
　また、通巻10号となるInformatioの執筆要項を（本学紀要に準じて）定めるとともに、駒木キャンパス
教育・研究情報化推進小委員会、及び、学術情報部が担当するEDO-NETの運用報告等を除外し、
情報教育や教育の情報化（教育のためのICT活用）にかかわる教育研究関連資料（論文や資料など）とし、
総目次を整理（巻末参照）した。なお、第6巻（情報研究所発行）から電子媒体（CD-ROM）に変更された
Informatioであるが、現状の一般的な閲覧環境や一覧性等を鑑み、紙媒体に変更した。そして、 
これまで、高等学校や企業等も含めていた配布先を情報提供の目的の違いを鑑み、見直すとともに、
学内外への情報提供のためのWebページの枠組みを整えることとした。
2　この様な状況にある情報教育研究所だが、今後、日本学術会議による学士力＊7、公益社団法人 
私立大学情報教育協会による情報教育のガイドライン＊8、経済産業省による社会人基礎力＊9などを
踏まえて、高等学校＊10 等との連続性を鑑みた大学全体の情報教育について、育成すべき能力と
カリキュラムの目標構造にかかわる教育研究的な視点に基づく検討が望まれる。
　また、ICT（Information and Communication Technology）を教育指導や学習支援に活用した事例
を収集するとともに、先進的なICT活用の試みについての模索を続ける必要があると考えている。
　そして、学内外の人材も交えた教育研究の成果や情報の交流を活発化させたいと願っている。
　皆様方のご支援とご協力を期待する次第です。
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